
高温対策等園芸産地育成緊急支援事業実施計画書
１ 事業参加者（基本情報）

氏名

住所

連絡先（TEL）

部会名

２ 事業を実施するほ場（現状および目標）、導入する機器・資材等

更新の場合

新規・更新
（該当する
もに○）

事業費（円）
（税抜）

実施により導入する機器等事業内容
（上記一覧
から該当
する番号
を記入）

目標収量
（kg）

現状収量
（kg）

主な品目
（いちご、きゅ
うりなど）

面積
(m²)

ほ場地番

ほ
場
番
号

機能向上・
耐用年数

（該当するもに○）

耐用
年数

使用
年数

現在の機器・資材
等

数
量

品名・
形式等

内容
（ヒートポンプ、

ダクトファンなど）

①機能向上

②耐用年数

①新規

②更新
1

①機能向上

②耐用年数

①新規

②更新
2

①機能向上

②耐用年数

①新規

②更新
3

事業内容一覧

④施設【遮熱技術導入】③施設【遮光・保温技術導入】②施設【夜間冷却技術導入】①施設【冷却技術導入】

⑧露地【かん水環境の改善】⑦露地【光反射技術導入】⑥露地【遮光技術導入】⑤施設【既存施設の環境改善】

3 配慮すべき事項に関する取組（すでに取り組んでいるものに ）

チェック配慮すべき項目

☐認定農業者または認定新規就農者に認定されている

☐地域農業経営基盤強化促進計画（地域計画）で担う者に位置づけられている。

☐環境負荷低減事業活動実施計画の認定（みどり認定）を受けている

☐スマート農業技術の活用及びこれと併せて行う農産物の新たな生産の方式の導入に関する計画（生産方式革
新実施計画）の認定（スマート認定）を受けている。

☐収入保険、農業共済（本事業により機械・設備を導入するハウスが補償の対象であること）、野菜価格安定制度
（事業対象作物が補償の対象であること）のいずれかに加入している。

☐S-GAP等のGAP認証を取得している。

☐県農業支援課が主催する経営力向上に向けた講習会を平成29年度以降に修了している。

4 確認事項（すべてに が必要）

チェック項目

☐県からの補助金の支払は、原則として当該事業実施主体からの精算払請求後となること。

☐申請内容に虚偽があった場合や、県から求められた書類等の提出に故意に応じない場合等には、県は交付決
定を取り消し、又は補助金返還を命令すること。

☐本事業で導入する機器・資材に他補助金等を受けていないこと（市町村における本事業への上乗せ補助は除く。

５ 添付資料チェックリスト（1～３は が必須）

チェック添付資料
番
号

☐見積書（参考見積1者）１

☐導入する機器・資材のカタログ等２

☐
技術の導入、環境整備を実施するほ場の場所がわか
る書類（ほ場位置について聞き取りをする場合があり
ます）

3

☐
（収入保険、農業共済に加入しており、3でチェックを
入れた場合）保険証書など保険への加入状況がわか
る書類

４

※市町からの事業開始の連絡の前に購入した機械等は、補助事
業の対象になりません。また、事業完了時の検査には、見積書
（見積合わせ３者以上、必ず申請者本人宛のもの、詳細がわか
るもの）、納品書、領収書、契約書（リースの場合）の書類が必
要ですので、ご承知ください。


